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概 要

与論島とは，鹿児島県最南端の離島で美しい海と自然に囲まれたリゾート地である。現在与論島

では，少子高齢化に伴い，島の産業や地域文化継承の担い手不足，インフラや景観が維持できずに

観光業が縮小するといった課題から，与論島の存続が危惧されている。よって，本論文では与論島

の名産品サトウキビを主としたフードシステムを構築し，バガスを有効活用することにより，観光

資源や交通インフラに向上させることで，島の存続に向けた観光・エネルギー政策を提案する。
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1．は じ め に

1. 1 与論島について

与論島は，鹿児島県最南端の離島で美しい海と自然

に囲まれたリゾート地である。南西約 23 km 沖に沖

縄本島最北端の辺戸岬，西方約 40 km 沖には伊平屋

島や伊是名島が存在しており，鹿児島本土よりも沖縄

県の方が近く，奄美群島内では，最も沖縄県に近い位

置にある。歴史的には，かつては琉球王国に属してい

た経緯がある。

現在の与論島は，面積 20.58 km2，耕地面積 11.00

km2，林野面積 0.84 km2，人口は 2022 年 4 月時点で

5,061 人である。名産品として，サトウキビ，サトイ

モ，インゲン等の作物の栽培が行われており，畜産も

盛んに営まれている1)。

1. 2 現在の与論島の展望と課題

与論島では，少子高齢化の影響を受け，総人口の減

少が続いている。国立社会保障・人口問題研究所が推

計した与論町の人口推移と将来予測を Fig. 1に示す2)。

本推計によれば，本町では今後 20 年間で総人口が

26% 減少し，65 歳以上の高齢者が総人口に占める割

合が 47% を占めると予測されている。この人口減

少・高齢化に伴い，島の産業や地域文化継承の担い手

不足，インフラや景観が維持できずに観光業が縮小す

るといった課題から，与論島の存続が危惧されている。

我々は，このような状況に対して，与論島の人口減

少に対応するためには，外部への発信・交流を促進さ

せ，関係人口を増加させる必要があると考えた。関係

人口とは，旅行で何度も訪れる人や過去に勤務・移住

していた人など，地域や地域の人々と多様に関わる

人々のことを指す。
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Fig. 1 The population trend and future projections
for Yoron town2)



本稿では，名産サトウキビを中心とした観光・エネ

ルギー政策を打ち出し，島内へのアクセスの増便等に

より，関係人口を増やすことを提案する。

2．現地についてのWEB調査

2. 1 交通インフラ・観光資源の調査

与論島への主なアクセス方法として，航空機とフェ

リーの 2つが挙げられる。沖縄および鹿児島から，そ

れぞれ 1日 1便程度であり，交通の利便性は決して高

くない状態である1)。

また，観光資源としては，綺麗な海とサンゴが有名

でダイビング等のマリンスポーツの人気が高く，夏に

はたくさんの観光客がバカンスに訪れる。しかし，気

温が低下すると観光客が減少していく傾向にあり，

Fig. 2に示すように，観光業自体も年々衰退している

ことから，近年では与論島そのものの存続が危惧され

ている1)。町勢要覧に目を通すと，与論島に在住する

人々は何一つ不自由なく満足した生活を過ごしている

ように見受けられるが，客観的に見ると，農業や医療

に従事する人や若者の人口割合が減少しており，危機

感を覚えずにはいられない状況にある。

この危機的状況を打破するために，島外に向けて島

の魅力をアピールする取り組みが必要である。そのた

め，季節や天候を問わないイベントやレジャー施設を

設け，SNS を駆使してこれらを世界中に発信し，国

内のみならずインバウンドの観光客も獲得することで，

定期的に観光客を誘致できる仕組みを作る必要がある

と考えた。

2. 2 与論島の名産品に関する調査

1. 1 でも述べたように，島の名産品としてはサトウ

キビ，サトイモ，インゲン等の作目などが挙げられる。

与論島の主要作目 10a 当たりの販売実績を Table 1に

示す1)。作目の中でサトウキビは生産戸数が最も多く，

出荷額に関しても畜産に次ぐ割合を占めていることか

ら，サトウキビが与論島で最も特筆すべき名産品であ

ることを示唆している。

サトウキビには，食用としての砂糖の製造以外に，

バイオマスエネルギーの原料やバイオ燃料の製造，畜

産の飼料といった用途が挙げられる。例えば，サトウ

キビの搾りかすであるバガスや搾汁液に含まれる糖分

を発酵させ，エタノールを生成させることができる。

得られたバイオエタノールを再生可能なエネルギー源

として，輸送燃料や工業用途などに使用することで，

観光政策のためのアクセス増便などが期待できる。

3．与論島の観光・エネルギー資源を活用し

たフードシステムの導入

3. 1 サトウキビを用いたフードシステムの概要

2. 2 で述べたように，与論島のサトウキビは，現地

の名産品として注目されており，サーターアンダギー

や黒糖焼酎などにも広く使用されている。与論島の農

地の多くがサトウキビ畑であることから，バガス (サ

トウキビの生産量の約 25%) も多く発生する。その

ため，我々は，バガスをバイオエタノールとして有効

活用し，与論島へのアクセス手段である航空機とフェ

リーの増便の可能性について調査を行った。その概略

図を Fig. 3に示す。

3. 2 バイオエタノール利用

現在の与論島のサトウキビの年生産量は 16〜32 千

t である3)。バガスは，サトウキビの 25% を占めるこ

とから，平均約 6千 t の発生量となる。次に，そのバ

ガスから生成されるバイオエタノール量は，籾殻から

生成されるバイオエタノール量 (178 L/1,000 kg) を

基に計算すると4)，1,068,000 L と換算でき，1 日当た

りに 2,926 L 利用可能であると試算できる。

現在の与論島へのアクセスは，2. 1 で示したように，

沖縄県那覇市または鹿児島県鹿児島市から上陸するこ

とが多く，1 日 1 便で運航しているのが現状である。

文献調査の結果，航空機 (約 160〜300 席) を想定し

た場合，1 時間当たりで約 3,000〜6,000 L の燃料を消

費する5)。従って，沖縄から与論島までにかかる時間

は，約 45 分であることから，2,250〜4,500 L の燃料

が必要となる。また，鹿児島から与論島までにかかる

時間は，約 70 分であることから，3,500〜7,000 L の
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Fig. 2 The trend in tourist arrivals to Yoron Island1)

Table 1 The sales performance of each of the top 10a flagship
products1)

項目
作目

生産戸数
(戸)

面積
(ha)

出荷量 出荷額
(千円)

10 a 当たり

出荷量 出荷額 (千円)

さとうきび 598 394 24,642 t 664,024 6.3 t 169

畜産 (子牛)
268 403

2,515 頭 1,668,816 1 頭 663

畜産 (成牛) 10 頭 2,830 1 頭 283

サトイモ 129 25 196 t 105,023 0.7 t 420

インゲン 118 20 143 t 125,909 0.7 t 629

ニガウリ 10 1.3 49 t 21,189 3.7 t 1,629

ソリダゴ 4 0.9 35 万本 15,984 3.8 万本 1,776

トルコギキョウ 5 0.8 25 万本 36,971 3.1 万本 4,621

計 (農業生産額) 2,640,476



燃料が必要となる。従って，現状のサトウキビ畑では，

沖縄発を 1 日 1 便もしくは鹿児島発を 2〜3 日に 1 便

増やすことが限界である。

次に，フェリーを想定した場合には，国土交通省の

報告によると，内航船舶輸送統計月報の燃料消費量の

合計は，208,430 千 L であり，航海距離の合計は，

12,189 千 km である6)。そのことから，1 L の燃料当

たりに 58 m 進むと概算できる。従って，沖縄から与

論島までの距離は，約 85 km であることから，1,500

L の燃料が必要となる。また，鹿児島から与論島まで

の距離は，約 611 km であることから，10,500 L の燃

料が必要となる。従って，沖縄発は 1日で 2便まで増

便可能であり，鹿児島発は，4 日で 1 便の増便が可能

であることがわかった。

バガスのバイオエタノールの生成は，移動に伴うコ

ストも緩和できるため，関係人口の増加に期待できる

ものと考えられる。なお，更なる関係人口の増加のた

めには，名産サトウキビの増産が必須となる。これに

より得られるバガスから，より多くのバイオエタノー

ルを確保できるため，環境配慮型のフードシステムに

なるものと考えられる。サトウキビの増産には，(ⅰ)

ロボット技術や情報通信技術 (ICT) を活用したス

マート農業，(ⅱ) 単位面積当たりのサトウキビ収穫

量の増加が見込まれる水耕栽培などの方法が期待され

ている。サトウキビを中心とした本提案のフードシス

テムでは，新技術を試運転する機会を設けることがで

きるため，日本産業の発展にも役立つものだと考えら

れる。

3. 3 観光地への名産サトウキビ料理の提供

関係人口を増やすために，観光客を誘致することが

できれば，サトウキビを中心とした名産品 (島有泉

(黒糖焼酎)，キビ酢，サーターアンダギー，サーモン

マリネ，ラフテー，ヨロン豆ピーナッツ黒糖，黒糖お

はぎ，水ようかん，ヨロンアイスクリーム，糖蜜，黒

糖，きび糖) を，島内の観光地に積極的に販売促進し，

お土産や郷土料理として，地域の特徴を知る機会を増

やすことができると考えられる。

3. 4 与論島の観光地発展による恩恵効果

サトウキビから生成されたバイオエタノールにより，

移動に伴うコストの低減を行えば，与論島へのアクセ

スは容易になり，観光客の増加が見込まれる。冬季で

の観光客の減少に関する課題では，2. 1 でも述べたよ

うにライブハウスやグランピング等のレジャー施設，

海辺のイルミネーション等を新たに設置し，SNS を

駆使して世界中にアピールすることで解決可能である

と考える。ライブハウスでは，歌舞伎の演目を実施し，

新作映画の試写会等を催すことも想定しており，幅広

い年代をターゲットにする。以上のように，様々な観

光資源を提供することで，新しい出会いや記念日が生

まれやすくなると考えられる。最終的に与論島で過ご

した時間が特別なものとなることで，定期的に与論島

へ赴くといった流れが期待できる。

このように，毎年決まった日に与論島を訪れる観光

客を増やすことで，与論島の関係人口は必然的に増加

する。更に，その人々が与論島の観光資源を利用する

ことで，島内の経済の潤沢化が期待でき，SNS を通
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Fig. 3 Schematic diagram of the proposed food system



じた情報発信が行われることで，更なる関係人口の増

加も見込むことが出来る。結果的に，与論島の経済情

勢が活発になることで，産業や地域文化の継承，イン

フラや景観などの設備に対しても積極的に投資できる

といったことから，与論島が現在抱える課題の解決に

も十分役立つと考えられる。

4．ま と め

名産であるサトウキビとそのバガスを利用すること

で，輸送費のコスト低減，それに伴い，与論島へのア

クセスの増便が可能となる。そして，交通インフラの

利便性を高めることで，関係人口を増やし，新たな観

光資源を設置することにより，与論島の経済の潤沢化

が見込まれる。従って，本稿で提案したフードシステ

ムを導入することは，与論島の存続の課題解決に繋が

ると期待される。

また，これらの施策による更なる効果として，以下

が挙げられる。

①関係人口を増やすことで今後の在住人口増加も期待

でき，島の存続につなげることが出来る

②サトウキビ栽培に関する新技術が導入できる環境を

整えることで，島の繁栄のみならず，日本産業の発

展にもつなげることが出来る

③季節の変化による観光客数の増減が著しい離島にお

いて，恋が始まる出会いの場を設けることで，関係

人口を中心とした観光都市のモデルケースとなる

本稿で提案したフードシステムを導入することで，

以上のような効果が期待され，島の更なる発展に寄与

することが可能である。
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